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地方自治法 

第１８条 日本国民たる年齢満十八年以上の者で引き続き三箇月以上市町村の区域内に住所を有するものは、別に法律の定めるとこ
ろにより、その属する普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する。 

第９２条 
の二 

普通地方公共団体の議会の議員は、当該普通地方公共団体に対し請負をする者及びその支配人又は主として同一の行為を
する法人の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人たることがで
きない。 

第１３４条 普通地方公共団体の議会は、この法律並びに会議規則及び委員会に関する条例に違反した議員に対し、議決により懲罰を
科することができる。 

 ２ 懲罰に関し必要な事項は、会議規則中にこれを定めなければならない。 

第１３５条 懲罰は、左の通りとする。 

一 公開の議場における戒告  二 公開の議場における陳謝  三 一定期間の出席停止 

 
刑法 

第１９７条 公務員が、その職務に関し、賄賂を収受し、又はその要求若しくは約束をしたときは、五年以下の懲役に処する。この場
合において、請託を受けたときは、七年以下の懲役に処する。 

第１９７条 
の二 

公務員が、その職務に関し、請託を受けて、第三者に賄賂を供与させ、又はその供与の要求若しくは約束をしたときは、
五年以下の懲役に処する。 

第１９７条 
の三 

公務員が前二条の罪を犯し、よって不正な行為をし、又は相当の行為をしなかったときは、一年以上の有期懲役に処する。 

２ 公務員が、その職務上不正な行為をしたこと又は相当の行為をしなかったことに関し、賄賂を収受し、若しくはその
要求若しくは約束をし、又は第三者にこれを供与させ、若しくはその供与の要求若しくは約束をしたときも、前項と同様
とする。 

第１９７条 
の四 

公務員が請託を受け、他の公務員に職務上不正な行為をさせるように、又は相当の行為をさせないようにあっせんをする
こと又はしたことの報酬として、賄賂を収受し、又はその要求若しくは約束をしたときは、五年以下の懲役に処する。 

 
公職選挙法 

第１１条 次に掲げる者は、選挙権及び被選挙権を有しない。 

一 削除 

二 禁錮以上の刑に処せられその執行を終わるまでの者 

三 禁錮以上の刑に処せられその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の者を除く。） 

四 公職にある間に犯した刑法第百九十七条から第百九十七条の四までの罪又は公職にある者等のあっせん行為による利
得等の処罰に関する法律第一条の罪により刑に処せられ、その執行を終わり若しくはその執行の免除を受けた者でそ
の執行を終わり若しくはその執行の免除を受けた日から五年を経過しないもの又はその刑の執行猶予中の者 

五 法律で定めるところにより行われる選挙、投票及び国民審査に関する犯罪により禁錮以上の刑に処せられその刑の執
行猶予中の者 

 
公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律 

第１条 衆議院議員、参議院議員又は地方公共団体の議会の議員若しくは長が、国若しくは地方公共団体が締結する売買、貸借、
請負その他の契約又は特定の者に対する行政庁の処分に関し、請託を受けて、その権限に基づく影響力を行使して公務員
にその職務上の行為をさせるように、又はさせないようにあっせんをすること又はしたことにつき、その報酬として財産
上の利益を収受したときは、三年以下の懲役に処する。 

 

≪関係する法律≫ 


